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平成27年12月２日

株　主　各　位
東京都千代田区永田町二丁目４番11号

株 式 会 社 パ ル マ
代表取締役社長 高 野 茂 久

第48回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第48回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年12月16日（水曜日）

午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成27年12月17日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都千代田区六番町15番地

主婦会館プラザエフ　８階　スイセンの間

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第48期（平成26年10月１日から平成27年９月30日まで）事業

報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項

　 議   案 取締役４名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、
修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.palma.jp/）
に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成26年10月１日から
平成27年９月30日まで)

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度における我が国経済は、政府及び日銀の経済・金融政策によ

り企業収益及び雇用情勢が改善し、緩やかな景気回復の動きが見られるも

のの、国内物価の上昇、中国経済の減速、及び米国政策金利の動向による

世界経済の影響等、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　セルフストレージ業界におきましては、屋外コンテナ型施設に対する建

築確認等の規制強化の影響が散見され、同施設への投資が弱含んでいる一

方、ビル型施設が増加基調にあり、全体としてのセルフストレージ需要は

堅調に推移しております。また、海外の機関投資家や大手不動産会社等の

新規市場参入者が相次いでおり、将来にわたってセルフストレージ市場の

成長が期待できる兆しが見えております。

　このような状況の下、当社は、「セルフストレージ市場とともに発展す

る。」ことをビジョンに掲げ、セルフストレージ業界向けビジネスソリュ

ーションプロバイダーとして、３つのソリューションサービスを提供して

まいりました。ビジネスソリューションサービスにおきましては、セルフ

ストレージに関する業務をワンストップでサービスが提供できるビジネス

プロセスアウトソーシングとして、セルフストレージ業界では既に多くの

企業でご利用いただいておりますが、当事業年度は、本サービスのさらな

る浸透率向上に努めてまいりました。

　また、ＩＴソリューションサービスとして、セルフストレージＷＥＢ予

約決済・在庫管理システム「クラリス」の各セルフストレージ事業会社へ

の導入が進み、また平成27年３月より「クラリス」を組み込んだセルフス

トレージ検索予約サイト「ニコニコトランク」を公開いたしました。

　さらに、ターンキーソリューションサービスとして、当事業年度よりセ

ルフストレージ施設の開発販売、仲介、及び既存ビル等の改装企画コンサ

ルティングを開始いたしました。これにより、ビル型セルフストレージ供

給ビジネスの端緒をつけました。
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　以上の結果、当事業年度の売上高は709,663千円（前事業年度比50.1％

増）、営業利益は111,818千円（同39.6％増）、経常利益は100,061千円（同

25.9％増）、当期純利益は56,245千円（同46.5％増）となりました。

　各サービスの取組みは次のとおりであります。

（ビジネスソリューションサービス）

　当社主力の当サービスでは、セルフストレージ利用申込、使用料入金管

理、滞納管理、滞納保証、残置物撤去、及び集客サービスの受託を行って

おります。セルフストレージ業界において、約150社が当サービスのすべ

て、もしくは一部を導入しておりますが、当事業年度はさらなる受託件数

獲得のため営業地域の拡大及びサービス体系の見直しを行いました。この

結果、平成27年９月末時点での受託件数は53,684件（前事業年度比13.6％

増）となりました。

（ＩＴソリューションサービス）

　当サービスでは、セルフストレージＷＥＢ予約決済・在庫管理システム

「クラリス」を軸に、セルフストレージ事業者に対して、ＡＳＰによるＩ

Ｔシステムの提供及びＩＴによる集客支援を行っております。平成27年９

月末時点での「クラリス」登録室数は27,000室を超え、平成27年３月より

開始したセルフストレージ検索予約サイト「ニコニコトランク」は、平成

27年９月末時点での取扱室数が120,000室を突破しました。

（ターンキーソリューションサービス）

　当サービスでは、セルフストレージ事業運営のコンサルティング、セル

フストレージ施設の開発販売、仲介、及び既存ビル等の改装企画コンサル

ティングを行っております。当事業年度は２件のセルフストレージ物件の

開発・売却、２件のセルフストレージ物件の仲介、及び４件の既存ビル等

の改装企画コンサルティングを行いました。
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サービス別売上高

サ ー ビ ス 区 分

第 48 期
（当事業年度）
平成27年９月期

前事業年度比

金 額 増 減 率

ビジネスソリューションサービス 518,093千円 11.3％

Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン サ ー ビ ス 10,359 58.3

ターンキーソリューションサービス 181,211 －

合 計 709,663 50.1

②　設備投資の状況

　当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は10,169

千円であり、その主なものは、顧客管理システム及びＷＥＢシステムの改

修・機能追加9,097千円でありました。

③　資金調達の状況

　東京証券取引所マザーズ市場上場に伴い、ターンキーソリューションサ

ービスにおける運転資金及びシステム開発等を目的として、公募増資

235,000株により291,870千円、第三者割当増資42,600株により52,909千円、

総額344,779千円の資金調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 45 期

平成24年9月期
第 46 期

平成25年9月期
第 47 期

平成26年9月期

第 48 期
(当事業年度)
平成27年9月期

売 上 高(千円) 280,482 358,058 472,731 709,663

経 常 利 益(千円) 61,924 56,888 79,460 100,061

当 期 純 利 益(千円) 28,738 22,937 38,394 56,245

１株当たり当期純利益 (円) 29.04 23.18 38.38 51.62

総 資 産(千円) 349,757 437,075 381,863 825,324

純 資 産(千円) 107,910 110,858 165,253 566,277

１株当たり純資産額 (円) 109.05 112.02 156.85 425.39

(注)１.１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は期

末発行済株式総数により算出しております。

２.平成27年６月11日付で普通株式１株につき400株の割合をもって株式分割を行いま

した。このため、第45期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当

期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　（ア）親会社との関係

会 社 名 資 本 金
当社に対する
議 決 権 比 率

主要な事業内容

株式会社ディア・ライフ 989,628千円 61.94％
不動産開発・売買、
管理及び人材派遣
事業

　　（イ）親会社との取引に関する事項

　当社は、親会社のセルフストレージ運営支援を行っており、契約管理等

のビジネスソリューションサービス及びＩＴソリューションサービスを提

供しております。また、事業上の必要性から親会社から役員を受け入れて

おります。なお、当社は親会社からの事業上の制約はなく、独自に事業活

動を行っていることから、独立性が確保されていると考えております。

　上記契約管理等、各種サービス提供に際しては通常の取引条件によって

おりますので、当社取締役会は、親会社等との取引が少数株主に不利益を

与えることがないと判断しております。
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②　重要な子会社の状況

　　該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

　当社は景気動向及びセルフストレージ業界の動向に柔軟に対応しながら、

継続的な業績発展及び経営基盤の安定を図っていくために、以下の事項を今

後の事業展開における主要な課題として認識し、解決に取り組んでまいりま

す。

・市場シェア及び事業エリアの拡大

・ビジネスソリューションサービスにおける滞納管理の拡充・強化

・ＩＴソリューションサービスにおけるセキュリティ管理体制の強化

・ターンキーソリューションサービスを軸にした新サービスの展開

(5) 主要な事業内容（平成27年９月30日現在）

　当社は、親会社である株式会社ディア・ライフが形成する企業集団である

ディア・ライフグループのアウトソーシングサービス事業を構成しておりま

す。株式会社ディア・ライフは不動産開発・売買、管理及び人材派遣事業を

営んでおります。

　なお、当社の事業は、セルフストレージビジネスソリューションプロバイ

ダ事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記載せず、各サービ

スについて記載しております。

サ ー ビ ス 区 分 サ ー ビ ス 内 容

ビジネスソリューション
サ ー ビ ス

セルフストレージ使用の申込受付・入金管理・滞
納督促・残置物撤去・物件巡回などビジネスプロ
セスのアウトソーシング及び滞納保証

Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン
サ ー ビ ス

セルフストレージＷＥＢ申込・予約決済・物件管
理システムの開発運用、集客サイトの開発運用

ターンキーソリューション
サ ー ビ ス

セルフストレージ事業運営のコンサルティング、
物件の開発及び事業者への売却

(6) 主要な営業所及び工場（平成27年９月30日現在）

本 社 東京都千代田区永田町二丁目４番11号

－ 6 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場



(7) 従業員の状況（平成27年９月30日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比 平 均 年 齢 平均勤続年数

21(９)名 １(-)名増 33.5歳 2.3年

（注）従業員数は就業人員であり、契約社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年９月30日現在）

借 入 先 借 入 額

西 武 信 用 金 庫 32,400千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 19,635

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　当社は、平成27年８月11日東証協証券取引所マザーズ市場に上場いたしま

した。

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項



２．株式の状況（平成27年９月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 4,000,000株

(2) 発行済株式の総数 1,331,200株

(3) 株主数 1,120名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 デ ィ ア ・ ラ イ フ 824,600株 61.94％

高 野 　 茂 久 40,000 3.00

山 西 　 良 知 30,000 2.25

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 21,800 1.63

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 19,900 1.49

松 井 証 券 株 式 会 社 13,300 0.99

上 村 　 卓 也 11,200 0.84

神 　 保 　 　 　 喜 八 郎 10,000 0.75

阪 田 　 和 弘 8,400 0.63

楽 天 証 券 株 式 会 社 6,200 0.46
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３．新株予約権等の状況

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況

新 株 予 約 権 の 名 称 第 ３ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成26年７月23日

新 株 予 約 権 の 数 470個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る

株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　　188,000株
(新株予約権１個につき400株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て

出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり　100,000円
(１株当たり　250円)

権 利 行 使 期 間
平成28年８月１日から
平成36年７月22日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数　　　　470個
目的となる株式数　188,000株
保有者数　　　　　　　　3名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　  0個
目的となる株式数　　　　0株
保有者数　　　　　　　　0名

監 査 役
新株予約権の数　　　　  0個
目的となる株式数　　    0株
保有者数　　　　　　　  0名

（注）行使の条件は以下のとおりです。

(1)新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役又は、

従業員、その他これに準ずる当社の取締役会が認める地位にあること

を要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由

のある場合で、当社の取締役会の承認を受けたときはこの限りでない。

(2)新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成27年９月30日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 高 野 茂 久 株式会社ディア・ライフ取締役

取 締 役 青 木 　 寛 営業部長

取 締 役 上 村 卓 也 管理部長

取 締 役 阿 部 幸 広
株式会社ディア・ライフ代表取締役
社長

取 締 役 榎 　 和 志 株式会社アミックス常務取締役

常 勤 監 査 役 萩 原 且 彦

監 査 役 輿 水 英 行
株式会社リゾートビラ富津取締役
株式会社フォンティス代表取締役

監 査 役 清 水 誠 一
株式会社ディア・ライフ取締役管理
ユニット長

(注)１.取締役榎和志氏は、社外取締役であります。

２.監査役萩原且彦氏及び輿水英行氏氏は、社外監査役であります。また、

監査役清水誠一氏は、改正会社法の経過措置により平成27年9月期の定時

株主総会終結時点まで社外監査役となります。

３.常勤監査役萩原且彦氏は、金融機関での業務経験に加え、事業法人の取

締役として豊富な経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。

４.監査役輿水英行氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５.監査役清水誠一氏は、金融機関での業務経験に加え、事業法人の取締役

として豊富な経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。

６.取締役榎和志氏は、平成26年12月19日開催の第47回定時株主総会におい

て新たに選任され、就任いたしました。

７.当社は、取締役榎和志氏、監査役萩原且彦氏及び監査役輿水英行氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出

ております。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等

①　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

５名
(１)

36,960千円
（1,000）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

３
（３）

3,800
（3,800）

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

８
（４）

40,760
（4,800）

(注)１.取締役の報酬限度額は、平成26年５月16日開催の臨時株主総会において、

年額200百万円以内と決議いただいております。

　　２.監査役の報酬限度額は、平成26年５月16日開催の臨時株主総会において、

年額50百万円以内と決議いただいております。

②　当事業年度に支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。

③　社外役員が親会社等から受けた役員報酬等の総額

　　　　該当事項はありません。

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役榎和志氏は、株式会社アミックスの常務取締役であります。当社

と上記の法人との間に取引関係はありません。

・監査役輿水英行氏は、株式会社リゾートビラ富津の取締役及び株式会社

フォンティスの代表取締役であります。当社と上記の各法人との間に取

引関係はありません。

・監査役清水誠一氏は、株式会社ディア・ライフの取締役管理ユニット長

であります。同社は当社の親会社であります。
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②　当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 榎 　 和 志

平成26年12月19日就任後に開催された当事業年度

の取締役会17回のうち16回に出席いたしました。

出席した取締役会において、会社経営者としての

豊富な経験と幅広い見識に基づき、経営全般の観

点から適宜発言を行っております。

監査役 萩 原 且 彦

当事業年度に開催された取締役会19回のうち19

回、監査役会13回のうち13回に出席いたしまし

た。金融機関及び事業法人での業務経験に基づ

き、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を確

保すべく議案の審議に必要な意見表明を適宜行う

とともに、監査役会における重要な協議や監査結

果について必要な発言を行っております。

監査役 輿 水 英 行

当事業年度に開催された取締役会19回のうち17

回、監査役会13回のうち12回に出席いたしまし

た。公認会計士及び税理士としての専門的な見地

から、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を

確保すべく議案の審議に必要な意見表明を適宜行

うとともに、監査役会における重要な協議や監査

結果について必要な発言を行っております。

監査役 清 水 誠 一

当事業年度に開催された取締役会19回のうち17

回、監査役会13回のうち12回に出席いたしまし

た。金融機関及び事業法人での業務経験に基づ

き、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を確

保すべく議案の審議に必要な意見表明を適宜行う

とともに、監査役会における重要な協議や監査結

果について必要な発言を行っております。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、当社定款において社外取

締役又は社外監査役との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点において

は、各社外役員との間で責任限定契約を締結しておりません。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 12,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

13,000

(注)１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、

実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等

の額にはこれらの合計額を記載しております。

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容及び会計監査の職務遂行状況

などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監

査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　公認会計士法第２条第１項以外の業務であるコンフォートレター作成業務

等であります。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に

該当すると認められる場合等には、監査役の全員の同意により、会計監査人

の解任を決定いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由

を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制

(1) 業務の適性を確保するための体制の整備

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　毎月１回開催される定例取締役会では、法令及び定款に定められた事項

及び経営に関する重要な事項の決議を行うとともに、各取締役は職務の執

行状況について報告しております。出席監査役は各取締役の職務執行状況

の監視を行うとともに、日常の業務監査により取締役の職務執行が法令及

び定款に反していないか監査しております。

　使用人の職務執行の適切性を確保するために、社長直轄の内部監査担当

者を置き、内部監査規程に基づき、内部監査を実施しております。また、

内部監査担当者は必要に応じて監査役会と情報交換し、効率的な内部監査

を実施しております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会議事録等の取締役の職務執行に係る情報の取り扱いは、文書管

理規程等の社内規程に基づき、書面又は電磁的媒体に記録し、適切に保存

及び管理しております。また、文書管理を担当している管理部は取締役及

び監査役の閲覧請求に対して、何時でもこれらの文書を閲覧に供すること

のできる体制を取っております。また、従業員に法令・定款の遵守を徹底

するため、取締役会において、内部通報規程を制定・施行し、従業員が法

令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制を構築しております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　各部の業務に付随するリスク管理は当該組織単位が行い、全社的なリス

ク管理は管理部が行っております。また、コンプライアンスやリスク管理

等の観点から業務遂行において問題もしくは懸念があれば、当社と顧問契

約を締結している法律事務所に助言・指導を受けております。

　管理部は、内部牽制機能を担う部として、各部のリスクを監視し、リス

クが顕在化し重大な影響を及ぼす危険性が高まったと判断される場合、速

やかに代表取締役及び監査役にその内容を報告し対策を講じることのでき

る体制を整えております。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務の効率性を確保するため、組織規程、業務分掌規程及び職

務権限規程において、それぞれの責任と権限の所在を明確に定めておりま

す。また、取締役会において中期経営計画及び年度計画を策定の上、毎月

１回の定例取締役会での業務執行報告に基づき、月次での進捗状況の管理

を行い、その結果を職務執行にフィードバックしております。

⑤　当社及び関係会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　適正な業務執行・意思決定が行われるよう、必要に応じ関係会社の取締

役・監査役の間で、情報連携を図っております。また親会社を含む関係会

社間の取引については、取引の客観性及び合理性を確保しております。

　関係会社に損失の危険が発生し、所管部長がこれを把握した場合には、

直ちに発見された損失の危険の内容、損失の程度及び当社に及ぼす影響に

ついて、当社の取締役会に報告する体制を確保しております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項、その使用人の取締役からの独立性に関する事項

及びその使用人に対する指示の実効性に関する事項

　監査役が補助使用人を求めた場合には、協議の上、速やかに設置いたし

ます。補助使用人は、兼任も可能ですが、その職務の遂行に関しての指揮

命令権は監査役に属し、補助使用人の発令・異動・考課・懲戒にあたって

は、事前に監査役の同意を得るものとしております。また、当社は、補助

使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を役員及び従業員に周知徹底し

ております。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

　監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役等からその職

務執行状況を聴取し、関係資料を閲覧いたします。また、取締役及び使用

人は、内部統制に関する事項について監査役に対し定期的に、また重要事

項が生じた場合は都度報告するものとし、監査役は必要に応じて取締役及

び使用人に対して報告を求めております。

　内部通報に関する規程を定め、その適切な運用を維持することにより、

法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査役への適切な報
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告体制を確保しております。また、当社は、監査役への報告を行った役員

及び従業員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行

うことを禁止し、その旨を役員及び従業員に周知徹底しております。

⑧　監査役の職務の執行について生じる費用等の処理に係る方針に関する事

項

　取締役は、監査役がその職務の執行について生じた費用を当社に請求し

た場合には、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の遂行に必

要でないことが明らかな場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理い

たします。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役は、監査の実効性を確保するため、監査役が内部監査担当者と定

期的に情報・意見を交換する機会を確保しております。また、監査役は取

締役と定期的に会合をもち、経営方針をはじめ、会社が対処すべき課題、

リスクのほか、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等につい

て意見交換を行っております。

　監査役は必要に応じて外部専門家を利用し、より精密な監査意見の形成

に努めております。

(2) 業務の適性を確保するための体制の運用状況の概要

　当社のコーポレートガバナンスの充実に向けた当期における実施状況は次

のとおりであります。

・取締役会においては、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等

経営に関する重要事項を決定し、経営計画の評価・分析・対策を検討する

とともに法令・定款等への定期合成及び業務の適正性の観点から審議いた

しました。なお当社取締役会には監査役も同席し議案の審議に必要な意見

表明を適宜行っております。

・監査役会においては、監査方針・監査計画を協議決定し、重要な社内会議

への出席、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、法令・

定款等への遵守について監査いたしました。

・財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に鑑み、策定した実施計画に基づ

き内部統制評価を実施いたしました。また使用人の職務執行の適切性を確

保するために、策定した監査計画に基づき内部監査を行い、代表取締役社

長、監査役及び会計監査人に結果を報告いたしました。
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７．会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する

基本方針については、特に定めておりません。
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貸　借　対　照　表

（平成27年９月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

金 銭 の 信 託

売 掛 金

求 償 債 権

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

出 資 金

長 期 前 払 費 用

敷 金

そ の 他

772,482

546,558

1,350

56,431

178,841

5,921

55,481

2,859

△74,961

52,841

4,277

1,435

2,841

37,945

37,639

305

10,619

150

938

6,131

3,400

（負 債 の 部）

流 動 負 債 235,699

短 期 借 入 金 12,500

一年内返済の長期借入金 16,188

未 払 金 9,255

未 払 費 用 14,770

未 払 法 人 税 等 38,873

前 受 金 917

預 り 金 9,242

前 受 収 益 126,703

そ の 他 7,248

固 定 負 債 23,347

長 期 借 入 金 23,347

負 債 合 計 259,046

（純資産の部）

株 主 資 本 566,277

資 本 金 280,359

資 本 剰 余 金 190,808

資 本 準 備 金 190,808

利 益 剰 余 金 95,109

利 益 準 備 金 3,997

その他利益剰余金 91,111

繰越利益剰余金 91,111

純 資 産 合 計 566,277

資 産 合 計 825,324 負 債 純 資 産 合 計 825,324

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成26年10月１日から
平成27年９月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 709,663

売 上 原 価 259,733

売 上 総 利 益 449,930

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 338,112

営 業 利 益 111,818

営 業 外 収 益

受 取 利 息 40

受 取 配 当 金 4

償 却 債 権 取 立 益 211

債 権 売 却 益 894

そ の 他 214 1,365

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,303

株 式 交 付 費 5,462

上 場 関 連 費 用 5,356

和 解 金 1,000 13,123

経 常 利 益 100,061

税 引 前 当 期 純 利 益 100,061

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 51,192

法 人 税 等 調 整 額 △7,376
43,816

当 期 純 利 益 56,245

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 平成26年10月１日から
平成27年９月30日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
資本剰余金
合 計

利 益 準 備 金

その他利益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 　 　 　 計

繰 越 利 益
剰 余 金

平成 2 6 年 1 0 月 1日残高 107,970 18,419 18,419 3,997 34,866 38,864

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 172,389 172,389 172,389 － － －

当 期 純 利 益 － － － － 56,245 56,245

当事業年度中の変動額合計 172,389 172,389 172,389 － 56,245 56,245

平成 2 7 年 9月 3 0 日残高 280,359 190,808 190,808 3,997 91,111 95,109

株 主 資 本
合 　 　 計

純 資 産
合 　 　 計

平成 2 6 年 1 0 月 1日残高 165,253 165,253

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 344,779 344,779

当 期 純 利 益 56,245 56,245

当事業年度中の変動額合計 401,024 401,024

平成 2 7 年 9月 3 0 日残高 566,277 566,277

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(１) 資産の評価基準及び評価方法

　仕掛販売用不動産　　　　　　　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

(２) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　10年～15年

工具器具及び備品　　４年～10年

②　無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

(３) 引当金の計上基準

　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(４) 繰延資産の処理方法

株式交付費　　　　　　　　　　支出時に全額費用処理しております。

(５) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており控除対象外消費税等に

ついては、当事業年度の費用として処理しております。
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２．貸借対照表に関する注記

(１) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

定期預金 20,000千円

②　担保に係る債務

上記定期預金について当座借越契約（借越限度額100,000千円）の担保に供しておりま

す。なお、期末日現在において借入実行残高はありません。

(２) 有形固定資産の減価償却累計額 5,461千円

(３) 関係会社に対する金銭債権は次のとおりであります。

　短期金銭債権 2千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 324千円

支払手数料 214千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株
式数（株）

普通株式 2,634 1,328,566 － 1,331,200

（注）増減数の内訳は以下のとおりであります。

　　　株式分割（1株につき400株）による増加　　普通株式1,050,966株

　　　公募増資及び第三者割当増資による増加　　普通株式　277,600株

－ 22 －

個別注記表



５．金融商品に関する注記

(１) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

り入れにより調達しております。なお、デリバティブ取引は利用しておらず、投機

的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である求償債権及び売掛金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されて

おり、厳しい経済環境の変化等により契約に従った債務履行がなされない可能性が

あります。当該リスクに関しては、顧客管理システムにより残高及び期日を管理す

るとともに、回収遅延債権については、担当部署により個別に把握及び対応を行う

体制としております。

　借入金は、主に営業活動に必要な資金を目的としたものであり、その一部は、変

動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

担当部署が借入先ごとに金利変動を管理し、金利変動による負担軽減の早期把握を

図っております。

　営業債務である未払法人税等、預り金、前受収益は、そのほとんどが１年以内に

決済または納付期限が到来するものであります。これらは、流動性リスクに晒され

ていますが、当社は資金繰り予測を作成する等の方法により管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることもあります。
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(２) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 546,558千円 546,558千円 －千円

(2) 金 銭 の 信 託 1,350 1,350 －

(3) 売 掛 金 56,431 56,431 －

貸倒引当金（*1） △5,822 △5,822

50,609 50,609 －

(4) 求 償 債 権 178,841 178,841

貸倒引当金（*1） △69,138 △69,138

109,702 109,702 －

資 産 計 708,220 708,220 －

(1) 短 期 借 入 金 12,500 12,500 －

(2) 未 払 法 人 税 等 38,873 38,873 －

(3) 前 受 収 益 126,703 126,703 －

(4) 長期借入金（* 2） 39,535 39,550 15

負 債 計 217,612 217,627 15

（*1）売掛金及び求償債権に含まれる貸倒引当金を控除しております。

（*2）１年内に期限到来の長期借入金を含めております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(1)現金及び預金　(2)金銭の信託　(3)売掛金　(4)求償債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

負債

(1)短期借入金　(2)未払法人税等　(3)前受収益

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(4)長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。
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２.金銭債権の決算日後の償還予定額

区分
１年以内
（千円）

１年超
（千円）

(1) 現金及び預金 546,558 －

(2) 金銭の信託 1,350 －

(3) 売掛金 56,431 －

(4) 求償債権 178,841 －

合計 783,181 －

３.長期借入金の決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 16,188 15,509 7,838 － － －

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 25,540千円

未払事業税 2,652千円

前受保証料 41,888千円

未払賞与 1,829千円

その他 828千円

繰延税金資産小計 72,739千円

評価性引当額 △17,257千円

繰延税金資産の純額 55,481千円

７．関連当事者との取引に関する注記

　取引に重要性がないため記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(１) １株当たり純資産額 425円39銭

(２) １株当たり当期純利益 51円62銭

（注）平成27年６月11日付で普通株式１株につき400株の割合をもって株式分割を行

いました。このため、第48期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株

当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年11月11日

株式会社パルマ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 川 　 豪 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 淳 史 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社パルマの平成26年10月
１日から平成27年９月30日までの第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年10月1日から平成27年9月30日までの第48期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査担
当その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において
業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容
及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について
検討いたしました。

２．監査の結果
  (1) 事業報告等の監査結果
  　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
  　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。
    ③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

　　④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社
の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべ
き事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
   　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以　上
平成27年11月13日

株 式 会 社 パ ル マ 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 萩 原 且 彦 ㊞
監 査 役 輿 水 英 行 ㊞
監 査 役 清 水 誠 一 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案　取締役４名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき

ましては、社外取締役１名を含めた取締役４名の選任をお願いするものであり

ます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

１

たか

高
の

野
しげ

茂
ひさ

久
(昭和39年７月12日)

平成18年２月 当社代表取締役COO

平成24年12月 株式会社ディア・ライフ取締役

（現任）

平成26年２月 当社代表取締役社長（現任）

40,000株

２

かみ

上
むら

村
たく

卓
や

也
(昭和45年８月23日)

平成19年１月 株式会社ディア・ライフ入社

平成21年５月 当社取締役

平成25年12月 当社取締役管理部長（現任）

11,200株

３

あ

阿
べ

部
ゆき

幸
ひろ

広
(昭和43年２月20日)

平成16年11月 株式会社ディア・ライフ代表取

締役社長（現任）

平成21年５月 当社代表取締役社長

平成26年２月 当社取締役（現任）

－

４

えのき

榎
 

　
かず

和
し

志
(昭和36年10月20日)

平成25年９月 株式会社アミックス常務取締役

（現任）

平成26年12月 当社社外取締役（現任）

平成27年10月 株式会社アミックスコミュニテ

ィ代表取締役（現任）

－

－ 28 －

剰余金処分議案、定款変更議案、取締役選任議案



（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．榎和志氏は、社外取締役候補者であります。

３．榎和志氏を社外取締役候補者とした理由は、他の会社での豊富な取締

役経験を中心とした幅広い経験、見識を当社の経営の意思決定に反映

いただくためです。

４．榎和志氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をも

って１年となります。

５．阿部幸広氏は、株式会社ディア・ライフの代表取締役社長であり、同

社は当社の特定関係事業者に該当いたします。

６．高野茂久氏は、株式会社ディア・ライフの取締役であり、同社は当社

の特定関係事業者に該当いたします。

７．当社は、榎和志氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届

け出ております。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同

氏を独立役員とする予定であります。

以　上

－ 29 －

取締役選任議案、監査役選任議案、補欠監査役選任議案、会計監査人選任議案、役員退職慰労金贈呈議案、役
員報酬額改定議案
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都千代田区六番町15番地

主婦会館プラザエフ　８階　スイセンの間

TEL 03－3265－8111
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